
 

別紙（諮問第８５号） 

 

答   申 

 

１ 審査会の結論 
佐賀県知事（以下「実施機関」という。）が行った公文書部分開示決定は、別表 1 の

部分は開示すべきであるが、その余りの部分を非開示とした決定は妥当である。 
 
２ 審査請求に至る経過 
（１）公文書の開示請求 

審査請求人以外の者から、佐賀県情報公開条例（昭和 62 年佐賀県条例第 17 号。
以下「条例」という。）第 5 条の規定に基づき、佐賀県知事（以下「実施機関」とい
う。）に対して「有田町の西ノ浦開発（株）最終処理場に係る添付の「戸矢区臨時総

会資料（平成 29年 12月 21日）に基づく公文書情報開示請求の依頼」1～9」につい
ての開示請求（以下「本件開示請求」という。）が平成 30年 2月 9日に行われた。 
本件開示請求の内容は、後に追加されたものを含み、以下のとおりである。 
１ 佐賀県が立入検査を行った際の立入調査報告書（復命書） 

  平成 27年度 42回、平成 28年度 97回、平成 29年度 32回 
 ２ 平成 20年 8月 6日に佐賀県が許可した産廃処理施設変更許可証の写し 
  2－2 上記変更許可申請に際し、事業者が佐賀県に提出した資料 
 ３ 拡張工事に伴い、産廃物の山積みが開始された（平成 23 年 3 月）ことを佐賀

県が現認したことを記した資料 
  3－2 上記違法行為に対し、佐賀県の行政指導を行った資料の全て 
  3－3 違法処理（山積み）された廃棄物の位置及び容量が分かる資料 
 ４ 排出口から黒色の排水及び異臭が発生（平成 28年 6 月 28日）した際の佐賀県

が現認したことを記した資料（写真はカラーで） 
  4－2 佐賀県が水質検査を実施した箇所を示す資料と水質検査結果 
  4－3 この事案に対して佐賀県が行った指導内容、指導を履行するための事業計

画書及び改善の履行確認を示す資料 
 ５ 平成 28年 10月から開始されている山積み廃棄物に対する改善計画書 
  5－2 平成 30 年 1 月までの期間で、場外撤去ないし場内移動した容量がわかる

資料（測量結果） 
  5－3 山積み廃棄物の組成がわかる資料（分析結果） 
 ６ 事業者が廃掃法に基づき佐賀県に事業内容を届けた際の資料 
 ７ 事業者に対して佐賀県が発した行政指導内容を示す資料の全て（３との重複分

は含まず） 
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 ８ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃掃
法」という。）に基づき設置した観測井（処分場外上部、下部の 2 本、場内の 1
本）の位置を示すもの 

  8－2 浸透水を採取する箇所がわかる資料と佐賀県の行政検査（水質分析）結果
全て 

 ９ 場内に設置されたガス抜き管の位置及び構造を示すもの 
  9－2 ガス抜き管を設置することになった理由を記した資料 
  9－3 各ガス抜き管に対するガス分析結果（設置時から平成 30 年 1 月までの期

間） 
（追加分）業者が現在の許可を取得する際（許可の更新の際）、残容量はどのくらい

あったのかわかるもの 

実施機関は、本件開示請求に係る公文書（以下「本件公文書」という。）を特定し

たが、本件公文書には、西ノ浦開発株式会社（以下「審査請求人」という。）に関す

る情報が記録されていたため、審査請求人に対し、条例第 13 条第 1 項の規定に基づ
く意見照会を行ったところ、審査請求人から次のとおり意見書が提出された。 
【意見書の内容】 
 条例第 2 条第 2 項で、「公文書」の定義があるが、当社が提出した報告書は「実
施機関が取得した文書」になるか。もし、当該公文書にならないのであれば、開示

は控えて欲しい。 
 条例第 3 条でも、個人に関する情報がみだりに公開されないように配慮すること
が要求されている。法人も個人であり、その企業機密はプライバシーとして守る配

慮が必要とされている。条例第 6条では、そのための非開示情報の規定がある。 
 そのため、公開されようとしておられる当社の報告書のうち、個人が特定できる

記名・住所等の記載事項は、すべてを注意深く黒塗りにしていただくようお願いす

る。とりわけ、当社代表者の氏名や委託者の各名称は、黒塗りを間違いなくして頂

くようにお願いする。 
 さらに企業機密として、開示請求者が要求するための公益的目的からして、当社

の企業機密、技術・経営状況等が判明する資料の開示は全面的に開示しないように

お願いする。例えば事業計画書などである。 
 
（２）実施機関の決定 

実施機関は、審査請求人が実施機関に提出した意見書の内容を踏まえ、平成 30 年
3 月 9 日、本件開示請求に係る公文書部分開示決定を行い、条例第 13 条第 3 項の規
定に基づき、審査請求人に対して本件公文書の部分開示を決定した旨を通知した。 
実施機関が理由説明書において述べていることは、概ね次のとおりである。 

ア 審査請求人が提出した報告書について 
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公文書の定義は、条例第 2 条第 2 項「この条例において「公文書」とは、実施機
関が作成し、又は取得した文書、図面及び写真並びに電磁的記録であって、当該

実施機関が組織的に用いるものとして、当該実施機関が管理しているものをい

う。」である。 
また、実施機関が取得した文書とは、実施機関の職員が、法令、条例、規則、規

定、訓令、通達等により、与えられた任務や権限の範囲内において取得したもの

をいい、文書管理のための帳簿に記載すること、収受印を押すこと、決裁又は供

覧を受けること等の手続的な要件を満たすことを要するものではない。 
これらのことにより、審査請求人から取得した文書は公文書に該当し、開示する

こととした。 
イ 個人情報について 
 法人の代表者の氏名は、法人情報の一部であることに加えて、何人も法人登記

簿で確認できることから、条例第 6 条第 2 号及び第 3 号に規定する非開示事由に
該当しない。なお、その他の個人情報（従業員等の氏名）は、非開示としている。 
また、委託者の名称については、該当公文書が不明※である。 
※ 実施機関によると、当該公文書が存在しなかったとの意 
ウ 企業秘密について 
 意見書に公文書の件名が示されておらず、具体的な該当公文書は不明であるが、

「企業秘密、技術・経営状況等が判明する資料」は、「産業廃棄物処理施設設置許

可申請書」、「決算報告書」、「納税証明書」であると考えられる。 
 これらを明らかにしても、独自の技術、営業のノウハウ等が明らかにされない限

り、審査請求人に直ちに不利益が発生するとまでは考えにくい。よって、審査請求

人に客観的かつ具体的な不利益があるとは認められない。 
 

（３）審査請求 
審査請求人は、本件公文書の部分開示決定を不服として、行政不服審査法（平成

26 年法律第 68 号）第２条の規定に基づき、平成 30 年 3 月 22 日に実施機関に対し
て審査請求を行った。 
なお、審査請求人が審査請求と同時に開示の執行停止の申立てを行ったため、処分

庁は本件公文書の開示を停止する決定を行っている。 
審査請求人が審査請求書において述べていることは、概ね次のとおりである。 
条例の趣旨からして、条例に特に記載がなくとも、公開による知る権利の満足と比

較し、他の重要な権利は存在するわけであり、特に個人・個人企業の名前、特定地域

の名前などが判明して、そのプライバシー権が害されることも十分考えられる。 
すると、実施機関は公開により求められる権利と、公開されることで侵害される個

人のプライバシー権を比較検討して、その調和を求める運用を行わなければならない
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ところ、今回の見解では、何らの制限もなく全部公開するとのことであった。それは、

人間相互間の調和を図るべき責務を放棄するもので、そのような簡単な行政行為は認

められないと言うべきである。 
公開を求める者の知る権利の内容・目的、公開を希望しない者のプライバシー権の

内容を比較検討し、双方共に納得のいく、バランスの取れた取扱いを行わねばならな

い。 
よって、実施機関が何らの検討もせず、全てを公開する行為は違法である。 

 
（４）実施機関の主張 

実施機関が弁明書で主張していることは、概ね次のとおりである。 
当該公文書には、請求人が廃掃法に違反し行政指導を受けた内容が明らかになる情

報のほか、実施機関が請求人の産業廃棄物処理施設に立入検査を行った際の報告書

（復命書）、請求人が実施機関に提出した請求人の産業廃棄物処理施設に係る設置許

可申請書及び報告書、実施機関が実施した請求人の産業廃棄物処理施設に係る水質検

査結果等が記載されている。また、その中には、請求人である法人の代表者の氏名が

記録されている。 
これらの情報については、条例第６条各号に規定する非開示情報に該当しないこと

から、公文書開示決定を行い、その他の個人情報（従業員等の氏名）は、非開示とし

たが、その根拠は次のとおり。 
・ 情報公開条例第 6 条第 3 号にいう「当該法人等又は当該個人に明らかに不利益
を与えると認められるもの」とは、当該法人等の正当な利益を害するおそれが客観

的かつ具体的に認められる場合をいうと解される。 
・ 廃掃法は、廃棄物の排出を抑制し、適正に処理し、並びに生活環境を清潔にす

ることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的としており、

廃棄物の排出事業者には、自ら適正に廃棄物を処理する責任を課している。ただし、

自ら廃棄物の処理を行わない場合は、許可を受けた廃棄物処理業者に処理を委託す

ることができると規定している。 
・ したがって、委託を受けた廃棄物処理業者は、その事業自体が周辺の生活環境等

に影響を与えるおそれがあるため、廃掃法に基づいて適正に廃棄物を処理する義務

が課せられている。 
 これらの点に鑑みれば、産業廃棄物の適正処理に関する文書を一定限度で公開する

ことは、県民から理解と信頼を得るために必要であり、その限りにおいては産業廃棄

物処理業者等に一定の不利益を与える結果になったとしても受忍限度の範囲内である

と考えられる。 
 なお、審査請求人である法人の代表者の氏名は、法人情報の一部であることに加え

て、何人も法人登記簿で確認できることから、情報公開条例第 6 条第 2 号及び第 3
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号に規定する非開示事由に該当しない。 
 

３ 審査会の判断 
審査会は、実施機関及び審査請求人の主張を踏まえて審査した結果、次のように判

断する。 
（１）本件公文書について 

本件公文書の標目及び実施機関が非開示決定した情報は、別表 2 のとおりである。 
 
（２）本件公文書の開示の妥当性について 
ア 法人の代表者の氏名 

本件公文書には、審査請求人の代表者の氏名に関する情報が記録されているもの

が含まれる。この点、法人の代表者の氏名は、会社法（平成 17 年法第 86 号）第
911 条第 3 項第 13 号に該当し、法人の登記事項であり、何人も法人の登記記録を

閲覧することで知り得る情報であることから、条例第 6条第 2号及び第 3号の非開
示情報には該当しない。 

よって、当該情報を開示すべきとする実施機関の判断は妥当である。 
イ ア以外の個人情報 
（ア）法人の代表者以外の氏名、住所、印影、生年月日、本籍等について 

本件公文書には、審査請求人の従業員、区長（行政嘱託員等公務員の身分を有

していない。）、生産組合長、審査請求人の関係企業の従業員、地域住民、審査請

求人の個人の株主及び発起人、地権者、審査請求人の役員等に関し、個人情報で

あるところの「氏名」、「住所」、「個人の印影」、「生年月日」、「本籍」等が記載さ

れている部分があるが、これらの部分は条例第 6 条第 2 号にある非開示情報に該
当する。 
よって、実施機関がこれらの部分を公文書非開示決定としたことは妥当である。 

（イ）土地賃借料の額 
本件公文書のうち別表 2 中 23 の公文書には、土地賃借料の額が記載されてい

る。土地賃借料の額は、土地の賃貸借契約を結んだ個人が受け取るものであり、

個人のプライバシー性が高い情報であると認められる。 
よって、当該情報は、条例第 6 条第 2 号にある「特定の個人を識別すること

はできないが、開示することにより、なお個人の権利利益を害するおそれのある

もの」に該当するため、実施機関が非開示としたことは妥当である。 
ウ 住宅地図（ゼンリン地図）記載の個人名 
  本件公文書のうち別表 2 中 23、31 の公文書には、住宅地図中に個人名が記載さ
れている。本件住宅地図記載の個人名については、条例第 6 条第 2 号に規定する非
開示情報に該当することについては言うまでもない。しかしながら、当該住宅地図
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は市販されており、用途を問わず誰でも入手可能であることに加え、公立図書館等

にて閲覧可能であることからすれば、住宅地図に記載された個人の氏名については、

一般開示請求者が容易に知ることができる情報であるから、条例第 6 条第 2 号ただ
し書イに該当するため、実施機関が住宅地図記載の個人名を非開示としたことは妥

当ではなく、開示とすべきである。 
エ 産業廃棄物処理施設設置許可申請書等 

本件公文書のうち、産業廃棄物処理施設設置許可申請書、決算報告書及び納税証

明書について、条例第 6 条第 3 号に定める非開示情報の該当性、とりわけ「当該
法人等に明らかに不利益を与えると認められるもの」であるかどうかを検討する。 
この点、「当該法人等に明らかに不利益を与えると認められるもの」とは、開示

することによって、法人等に、技術開発上、営業販売上、経営管理上及び信用上の

支障を生じさせる場合をいい、明らかに不利益を与えるか否かについては、当該情

報だけでなく、法人等が営む事業の内容や規模、事業活動における当該情報の位置

付け、開示した場合の影響等を勘案して個別具体的に判断することになる。そして、

法人等の情報については開示が原則であることからすれば、当該法人等に何らかの

業務上の不利益が生じるおそれがあるというだけでは足りず、情報の開示によって

当該法人等の正当な利益を害するおそれが客観的かつ具体的に認められる場合でな

ければならない。 
（ア）産業廃棄物処理施設設置許可申請書 

産業廃棄物処理施設設置許可申請書は、事業者が産業廃棄物処理施設の設置

許可申請を受けるために、事前に実施機関に提出した文書である。本件文書は、

産業廃棄物処理施設設置等計画書並びに同計画書に添付された関係書類及び図面

から構成されている。 
産業廃棄物処理施設設置等計画書には、施設の設置を計画する者の住所、氏

名、施設の種類、処理する産業廃棄物の種類、設置場所、処理能力、処理方式等

が記載されている。申請書に添付された関係書類は、施設計画書、維持管理計画

書、埋立処分計画書及び災害防止計画書、処理工程図、付近の見取り図その他の

書類から構成されており、その他の書類として、処理する産業廃棄物の種類、土

地所有者一覧表、焼却装置の説明書、地主の使用承諾書、処分後の産業廃棄物の

処理方法、処分業者の産業廃棄物受入承諾書及び産業廃棄物処分業許可証が添付

されている。 
産業廃棄物処理施設の設置許可申請書については、廃掃法の改正に伴い、平

成 10年 6月 17日以降、廃掃法第 15条第 4項において申請書類の公衆への縦覧
が義務付けられている。このことからしても、当該情報は、事業者の企業秘密に

関する情報とはいえず、当該法人等に明らかに不利益を与えると認められるとは

いえないため、条例第 6 条第 3 号に定める非開示情報に該当しないというべき
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である。 
（イ）決算報告書及び納税証明書 

廃掃法に基づく産業廃棄物処理業の許可を受けるに当たっては、申請者が事

業を的確かつ継続して行うことができる経理的基礎を有していることが必要であ

り、そのことを明らかにするため、許可申請にあたって決算報告書、納税証明書

等を添付することが求められている（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規

則第 11条第 6項第 7号）。 
確かに、決算報告書や納税証明書は、審査請求人の事業経営に関わる情報で

あることが認められる。 
しかしながら、産業廃棄物処理業者には廃掃法に基づき適正な産業廃棄物の

処理をなすべき責務があり、産業廃棄物の保管、運搬、中間処分又は最終処分が

不適正に行われた場合には、その周辺の生活環境を悪化させ、ひいては周辺住民

の生命、健康等に支障を生じさせるおそれがあることから、当該情報も広く情報

公開の対象になるものとして考えるべきである。仮に決算報告書や納税証明書が

開示されることにより、何らかの不利益を生じることがあるとしても、産業廃棄

物処理業者に課せられた責務を果たす上で甘受されるべきものであり、当該法人

等に明らかに不利益を与えるとまでは認められない。 
したがって、当該情報は、条例第 6 条第 3 号に定める非開示情報に該当しな

い。 
 
以上のことから、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 
 

６ 審査経過 
 

審査会の審査経過は、次のとおりである。 

年 月 日 審 査 経 過 

平成 30年 4月 19日 ・諮問実施機関から諮問書を受理 

平成 30年 5月 29日 
（平成 30年度第 2回審査会）

・審 議 

平成 30年 7月 10日 ・答 申 
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（参考） 
佐賀県情報公開・個人情報保護審査会委員名簿 

（五十音順・敬称略）  

氏  名 役 職 名 等 備   考 

 池田 宏子 佐賀女子短期大学非常勤講師 会長職務代理者 

 原  まさ代 (公社) 全国消費生活相談員協会参与  

 畑中 久彌 福岡大学法学部 教授  

 古川 千津子 税理士  

 松尾 弘志 弁護士 会長 

（答申日現在） 
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番号 文書番号・年月日等 件名 ページ 情報の内容

23 平成19年10月19日 産業廃棄物処理施設変更許可申請書
241、242、
290、308、
413ページ

ゼンリン地図中の個人名

31 平成24年12月27日 498ページ ゼンリン地図中の個人名

番号 文書番号・年月日等 件名 ページ

1 平成10年5月27日 産業廃棄物処理施設設置許可申請書
P30、31、32、33、35設計事務所従業員個人名
P83設計事務所従業員個人名、印影
P94、95、96設計事務所従業員個人名

2
廃第600号

平成10年12月2日
産業廃棄物処理施設許可について（通知） なし

3
伊保第860号

平成11年8月13日
産業廃棄物処理施設使用前検査結果について（通知） 99 なし

4 なし
5 102 なし

6
廃第953号

平成14年11月7日
改善命令に係る改善措置の実施について（通知） 103 なし

7
伊保第1102号

平成14年11月11日
改善命令に係る改善計画書等について（通知） 104 なし

8 平成14年12月3日 現場確認
9 平成14年12月4日 現場確認
10 平成14年12月5日 現場確認日誌

11 平成15年1月21日 改善工事の実施について（報告）

12 平成15年1月24日 113

13 平成15年1月31日 改善工事完了現場確認
浦開発（株）関係者個人名

14
廃第1360号

平成15年2月17日
安定型最終処分場の改善命令の解除について（通知） 121 なし

15 硫化水素濃度測定結果 なし
16 平成15年10月17日 131
17 平成15年11月18日 132
18 平成15年11月28日 133
19 平成15年12月12日 134
20 平成15年12月26日 135
21 平成16年2月24日 136
22 平成16年3月26日 137

23 平成19年10月19日 産業廃棄物処理施設変更許可申請書

ない個人情報
P140個人株主氏名、生年月日、本籍地、住所

影

P210設計事務所従業員個人名
個人名、印影

（発起人）印
影

所、印影

別表１

別表２

本件公文書の標目
実施機関が非開示決定した情報
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影

籍地

日、住所、本籍地

籍地
P414土地貸主個人名、住所、印影、土地賃借料

P418地権者個人名、住所、印影

24
循環第010284号
平成20年6月2日

産業廃棄物処理施設変更許可申請に係る指摘事項につ
いて（通知）

なし

25
伊保福第010551号
平成20年7月2日

産業廃棄物最終処分場の維持管理の技術上の基準の遵
守について（通知）

なし

26
循環第010499号
平成20年8月7日

産業廃棄物処理施設変更許可について（通知） なし

27
循環第1830号

平成23年3月31日
産業廃棄物処理施設使用前検査結果について（通知） 470 なし

28 平成24年6月12日
産業廃棄物処理施設使用前検査結果及び取扱いについ
て

29 平成24年6月28日

30 平成24年7月24日
P492設計事務所従業員個人名

31 平成24年12月27日
32 平成25年6月12日 産業廃棄物処理施設使用前検査結果について
33 平成25年7月19日
34 平成25年10月15日
35 平成25年10月21日
36 平成25年10月28日
37 平成25年11月5日
38 平成25年11月12日
39 平成25年11月18日
40 平成25年11月26日

41 平成25年12月9日
P549設計事務所従業員個人名

42 平成25年12月16日
43 平成26年1月7日
44 平成26年1月20日
45 平成26年1月28日
46 平成26年2月4日
47 平成26年2月12日
48 平成26年2月19日
49 平成26年2月25日
50 平成26年3月10日
51 平成26年3月17日
52 平成26年3月25日
53 平成26年4月2日
54 平成26年4月24日 巡回監視結果報告（4月22日、24日）
55 平成26年7月30日 巡回監視結果報告

56 平成26年11月12日 巡回監視結果報告（11月7日、12日）
人名

57 平成26年11月26日 巡回監視結果報告
58 平成26年12月17日 巡回監視結果報告

59 平成27年1月10日
浦開発㈱）

なし

60 平成27年1月30日 巡回監視結果報告
61 平成27年3月17日 巡回監視結果報告
62 平成27年3月26日 巡回監視結果報告
63 平成27年4月21日 巡回監視結果報告
64 平成27年4月28日 巡回監視結果報告
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65 平成27年5月13日 巡回監視結果報告
66 平成27年5月28日 巡回監視結果報告
67 平成27年6月12日 巡回監視結果報告
68 平成27年6月18日 監視業務日誌 709 P709一部開示請求対象外

69 平成27年6月27日 監視業務日誌 710
求対象外

70 平成27年6月30日 巡回監視結果報告
71 平成27年7月2日 巡回監視結果報告
72 平成27年7月21日 監視業務日誌 721 P721一部開示請求対象外
73 平成27年7月24日 巡回監視結果報告
74 平成27年7月31日 監視業務日誌 730
75 平成27年8月10日 監視業務日誌 731 一部開示請求対象外
76 平成27年8月11日 監視業務日誌 732
77 平成27年8月21日 巡回監視結果報告

78 平成27年8月27日 巡回監視結果報告 P737検査機関従業員個人名、印影

79 平成27年9月11日 巡回監視結果報告
80 平成27年9月15日 監視業務日誌
81 平成27年9月25日 巡回監視結果報告
82 平成27年10月5日 視察結果報告書
83 平成27年10月7日 視察結果報告書

84 平成27年10月14日 監視業務日誌 778
求対象外

85 平成27年10月29日 監視業務日誌 779
求対象外

86 平成27年11月4日 監視業務日誌 780
求対象外

87 平成27年11月19日 監視業務日誌 781

88 平成27年11月25日 監視業務日誌 782
求対象外

89 平成27年12月2日 監視業務日誌 783
求対象外

90 平成27年12月4日 巡回監視結果報告

91 平成27年12月11日 巡回監視結果報告
業員個人名

92 平成27年12月18日 巡回監視結果報告

93 平成27年12月25日 監視業務日誌 804
求対象外

94 平成28年1月4日 監視業務日誌 805
求対象外

95 平成28年1月13日 監視業務日誌 806
96 平成28年1月22日 巡回監視結果報告
97 平成28年1月27日 監視業務日誌 810

98 平成28年2月2日 監視業務日誌 求対象外

99 平成28年2月9日 巡回監視結果報告 求対象外

100 平成28年2月15日 巡回監視結果報告
101 平成28年3月9日 巡回監視結果報告
102 平成28年3月16日 監視結果報告書 なし
103 平成28年3月22日 巡回監視結果報告

104 平成28年3月29日 監視業務日誌 求対象外

105 平成28年4月5日 監視業務日誌 求対象外

106 平成28年4月12日 監視業務日誌
107 平成28年4月14日 監視業務日誌 859 P859一部開示請求対象外
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108 平成28年4月15日 監視業務日誌 860 P860一部開示請求対象外

109 平成28年4月18日 監視業務日誌 861
求対象外

110 平成28年4月21日 監視業務日誌 一部開示請求対象外

111 平成28年4月28日 監視業務日誌 求対象外

112 平成28年5月6日 監視業務日誌 求対象外

113 平成28年5月9日 監視業務日誌 870
求対象外

114 平成28年5月13日 監視業務日誌 求対象外

115 平成28年5月18日 監視業務日誌 求対象外

116 平成28年5月23日 監視業務日誌 求対象外

117 平成28年5月27日 監視業務日誌 なし

118 平成28年5月30日 監視業務日誌 求対象外

119 平成28年6月6日 監視業務日誌 求対象外

120 平成28年6月9日 監視業務日誌 894
求対象外

121 平成28年6月17日 監視業務日誌 求対象外

122 平成28年6月25日 監視業務日誌 等、一部開示請求対象外

123 平成28年6月27日

124 平成28年6月28日 監視業務日誌

125 平成28年6月30日 監視業務日誌 915
求対象外

126 平成28年7月1日 監視業務日誌 916
求対象外

127 平成28年7月4日 監視業務日誌 部開示請求対象外

128 平成28年7月6日 監視業務日誌
P922一部開示請求対象外

129 平成28年7月8日 監視業務日誌 求対象外

130 平成28年7月20日 監視業務日誌 求対象外

131 平成28年7月22日 監視業務日誌 933
求対象外

132 平成28年7月27日 P942計量事務所従業員個人名、印影

133 平成28年7月29日 監視業務日誌 求対象外
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134 平成28年8月3日 監視業務日誌 求対象外

135 平成28年8月8日 監視業務日誌 956
求対象外

136 平成28年8月12日 監視業務日誌 957
求対象外

137 平成28年8月15日 監視業務日誌 なし
138 平成28年8月17日 監視業務日誌 962 P962一部開示請求対象外

139 平成28年8月18日 監視業務日誌 963
求対象外

140 平成28年8月23日 監視業務日誌 求対象外

141 平成28年8月24日 監視業務日誌 967 P967一部開示請求対象外

142 平成28年8月25日 監視業務日誌 求対象外

143 平成28年8月30日 監視業務日誌 971
求対象外

144 平成28年9月2日 監視業務日誌 開示請求対象外

145 平成28年9月13日 監視業務日誌 求対象外

146 平成28年9月16日 監視業務日誌 求対象外

147 平成28年9月21日 監視業務日誌 求対象外

148 平成28年9月26日 監視業務日誌 987
求対象外

149 平成28年9月28日 監視業務日誌 求対象外

150 平成28年9月30日 産業廃棄物処理施設使用前検査結果について

151 平成28年10月3日 監視業務日誌 997
求対象外

152 平成28年10月5日 監視業務日誌 998
部開示請求対象外

153 平成28年10月6日 監視業務日誌 求対象外

154 平成28年10月12日 監視業務日誌 1003
155 平成28年10月13日 監視業務日誌 1004 P1004一部開示請求対象外

156 平成28年10月14日 監視業務日誌 1005
請求対象外

157 平成28年10月20日 監視業務日誌 請求対象外

158 平成28年10月21日 監視業務日誌 1010
請求対象外

159 平成28年10月24日 監視業務日誌 P1011一部開示請求対象外

160 平成28年10月26日 監視業務日誌 1014
請求対象外

161 平成28年10月27日 監視業務日誌 請求対象外

162 平成28年11月1日 監視業務日誌 請求対象外
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163 平成28年11月2日 監視業務日誌 請求対象外

164 平成28年11月7日 監視業務日誌 請求対象外

165 平成28年11月11日 監視業務日誌 請求対象外

166 平成28年11月18日 監視業務日誌 1035

167 平成28年11月21日 監視業務日誌

168 平成28年11月25日 監視業務日誌
169 平成28年11月28日 監視業務日誌 1042
170 平成28年12月2日 監視業務日誌 なし
171 平成28年12月5日 監視業務日誌 1047 P1047一部開示請求対象外
172 平成28年12月7日 監視業務日誌 1048 P1048一部開示請求対象外
173 平成28年12月13日 監視業務日誌 1049 P1049一部開示請求対象外

174 平成28年12月14日 監視業務日誌
請求対象外

175 平成28年12月16日 監視業務日誌 1053 P1053一部開示請求対象外
176 平成28年12月19日 監視業務日誌 P1054一部開示請求対象外
177 平成28年12月22日 監視業務日誌 P1057一部開示請求対象外
178 平成28年12月26日 監視業務日誌 P1060一部開示請求対象外

179 平成29年1月6日 監視業務日誌 1064
請求対象外

180 平成29年1月10日 監視業務日誌 なし
181 平成29年1月11日 監視業務日誌 1067 P1067一部開示請求対象外
182 平成29年1月16日 監視業務日誌 1068 P1068一部開示請求対象外
183 平成29年1月18日 監視業務日誌 1069 P1069一部開示請求対象外

184 平成29年1月23日 監視業務日誌 1070
請求対象外

185 平成29年1月25日 監視業務日誌 1071 P1071一部開示請求対象外
186 平成29年1月30日 監視業務日誌 P1072一部開示請求対象外
187 平成29年2月3日 監視業務日誌 P1075一部開示請求対象外

188 平成29年2月8日 監視業務日誌 請求対象外

189 平成29年2月9日 監視業務日誌 1087 P1087一部開示請求対象外
190 平成29年2月10日 監視業務日誌 1088 なし
191 平成29年2月14日 監視業務日誌 1089

192 平成29年2月15日 監視業務日誌 1090
請求対象外

193 平成29年2月17日 監視業務日誌 P1091一部開示請求対象外
194 平成29年2月21日 監視業務日誌 1095

195 平成29年2月22日 監視業務日誌 1096
請求対象外

196 平成29年2月24日 監視業務日誌 1097 P1097一部開示請求対象外
197 平成29年2月28日 監視業務日誌 P1098一部開示請求対象外
198 平成29年3月3日 監視業務日誌 P1101一部開示請求対象外

199 平成29年3月6日 監視業務日誌 1105
請求対象外

200 平成29年3月16日 監視業務日誌 1106 P1106一部開示請求対象外

201 平成29年3月22日 監視業務日誌 請求対象外

202 平成29年3月27日 監視業務日誌 1111 なし
203 平成29年4月7日 監視業務日誌 1112 P1112一部開示請求対象外
204 平成29年5月8日 監視業務日誌 1113 P1113一部開示請求対象外
205 平成29年5月9日 監視業務日誌 1114 P1114一部開示請求対象外

206 平成29年6月5日 監視業務日誌 1115
請求対象外
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207 平成29年6月15日 監視業務日誌 1116 P1116一部開示請求対象外

208 平成29年6月19日 監視業務日誌 1117
請求対象外

209 平成29年6月22日 監視業務日誌 請求対象外

210 平成29年6月28日 監視業務日誌 1120 P1120一部開示請求対象外
211 平成29年7月4日 監視業務日誌 P1121一部開示請求対象外

212 平成29年7月11日 監視業務日誌 請求対象外

213 平成29年7月21日 監視業務日誌 請求対象外

214 平成29年7月25日 監視業務日誌 1127 P1127一部開示請求対象外
215 平成29年7月27日 監視業務日誌 P1128一部開示請求対象外
216 平成29年8月2日 監視業務日誌 1130 P1130一部開示請求対象外
217 平成29年8月10日 監視業務日誌 P1131一部開示請求対象外
218 平成29年8月17日 監視業務日誌 1133 P1133一部開示請求対象外
219 平成29年8月24日 監視業務日誌 P1134一部開示請求対象外

220 平成29年8月28日 監視業務日誌 1137
請求対象外

221 平成29年9月4日 監視業務日誌 請求対象外

222 平成29年9月6日 監視業務日誌 なし
223 平成29年9月15日 監視業務日誌 P1145一部開示請求対象外
224 平成29年9月26日 監視業務日誌 1148 P1148一部開示請求対象外
225 平成29年10月2日 監視業務日誌 P1149一部開示請求対象外
226 平成29年10月14日 休日パトロール実施結果報告 1151 P1151一部開示請求対象外
227 平成29年10月17日 監視業務日誌 P1152一部開示請求対象外

228 平成29年10月27日 監視業務日誌 請求対象外

229 平成29年10月31日 監視業務日誌 1157 P1157一部開示請求対象外

230 平成29年11月6日 監視業務日誌 請求対象外

231 平成29年11月8日 監視業務日誌 1160 P1160一部開示請求対象外
232 平成29年11月15日 監視業務日誌 P1161一部開示請求対象外
233 平成29年11月22日 監視業務日誌 P1163一部開示請求対象外

234 平成29年11月29日 監視業務日誌 1165
業員個人名

235 平成29年12月12日 監視業務日誌 P1166一部開示請求対象外
236 平成29年12月19日 監視業務日誌 P1169一部開示請求対象外

237 平成30年1月5日 監視業務日誌 業員個人名

238 平成30年1月19日 監視業務日誌 業員個人名

239 平成30年1月30日 監視業務日誌 業員個人名

240 平成13年度 水質検査結果（6日分） 1181 なし
241 平成14年度 水質検査結果（8日分） 1182 なし
242 平成15年度 水質検査結果（6日分） 1183 なし
243 平成16年度 水質検査結果（6日分） 1184 なし
244 平成17年度 水質検査結果（6日分） 1185 なし
245 平成18年度 水質検査結果（6日分） 1186 なし
246 平成19年度 水質検査結果（7日分） 1187 なし
247 平成20年度 水質検査結果（9日分） 1188 なし
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248 平成21年度 水質検査結果（6日分） 1189 なし
249 平成22年度 水質検査結果（5日分） 1190 なし
250 平成23年度 水質検査結果（6日分） 1191 なし
251 平成24年度 水質検査結果（6日分） 1192 なし
252 平成25年度 水質検査結果（6日分） 1193 なし
253 平成26年度 水質検査結果（6日分） 1194 なし
254 平成27年度 水質検査結果（11日分） 1195 なし
255 平成28年度 水質検査結果（6日分） 1196 なし
256 平成29年度 水質検査結果（5日分） 1197 なし
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